
所有者不明土地対策について

令和６年７月２４日

埼玉県企画財政部土地水政策課
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１ 所有者不明土地の現状

年度 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

埼玉県 ４％ ６％ ７％ ７％ ７％ ８％ 9％

【所有者不明土地の割合の推移】

 人口減少・少子高齢化が進む中、相続件数の増加や土地利用ニーズの低下、土地の所有意識の希薄化により、所有者不明土地※が増加
※不動産登記簿等を参照しても所有者が直ちに判明しない、又は判明しても所有者に連絡がつかない土地

 所有者不明土地は、公共事業等の実施に際し、土地の所有者の探索等に多大な時間・費用を要するなど、円滑な土地利用の支障
 適正に管理されないまま放置されることにより、周辺地域への土砂の崩落などの災害や、害虫の発生などの悪影響の要因
 今後、高齢化の進展による相続機会の増加等により、ますます深刻化するおそれ、所有者不明土地問題は喫緊の課題

 令和4年の国土交通省の調査では全国の所有者不明土地の割合は約24％、九州本島の大きさに匹敵
 県内の所有者不明土地の割合は約9％、高齢化の進展に伴い年々増加傾向

（参考）所有者不明土地の割合

※調査方法
地籍調査を実施し、登記簿のみでは土地所有者の所在が不明であった割合
（相続の未登記、住所変更の未登記等）

所有者不明土地の現状

【管理不全状態の土地・建物の状況（さいたま市内）
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（１）所有者不明土地の利用の円滑化等に関する特別措置法
 所有者不明土地の増加を踏まえ、所有者不明土地の利用の円滑化等に関する特別措置法が成立（平成30年6月13日公布、平成30年11月15日等施行）
 また、所有者不明土地の利用の円滑化等に関する特別措置法の一部を改正する法律が成立（令和4年5月9日公布、令和4年11月1日施行）

２ 所有者不明土地に関する国の動向
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（２）所有者不明土地の解消に向けた民事基本法制の見直し
 所有者不明土地の発生原因の多くが相続登記の未了。土地の利用ニーズが低下する中、所有の負担感が増加し、相続された土地が所有者不明土地の予備軍
 所有者不明土地の発生予防等のため、民法等の一部を改正する法律及び相続等により取得した土地所有権の国庫への帰属に関する法律が成立（令和3年4

月28日公布、令和5年4月1日等施行）

２ 所有者不明土地に関する国の動向
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（３）空き家対策と所有者不明土地等対策の一体的・総合的推進（政策パッケージ）
 国では、所有者不明土地等対策の推進のための関係閣僚会議を設置し、関係行政機関の緊密な連携の下、政府一体となって総合的な対策を推進
 令和5年2月に空き家対策と所有者不明土地等対策の一体的・総合的推進（政策パッケージ）をとりまとめ、令和6年1月に都道府県等あてに通知

２ 所有者不明土地に関する国の動向
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 県では、空き家と所有者不明土地対策の一体的・総合的な対策を促進するため、（仮）埼玉県空き家・所有者不明土地対策連絡会議の設置に向けて、
市町村や関係団体と調整（令和６年度第２回全体会で改組予定）

 市町村の対策計画の策定を支援するため、他県等の事例を参考に、市町村と合同で所有者不明土地策計画策定の手引を作成（８月以降、個別に市町村
に協力依頼予定）

 市町村の個別相談会の開催に向けて関係団体（司法書士会等）との連携促進

対策項目 R6第2四半期 第3四半期 第4四半期 R7〜 R8〜

★8月〜 市町村と合同で「対策計画※策定の手引」の作成

(仮)空き家・所有者不明
土地対策連絡会議に改組

★第２回 全体会

★7月〜 市町村の個別相談会開催に向け関係団体との連携促進制度の周知啓発
（県民向け）

体制の整備

市町村の
対策支援

空き家対策連絡会議に出席
所有者不明土地対策の提案
★第１回 全体会

※所有者不明土地対策計画
市町村が策定する所有者不明土地の利用の円滑化や管理の適正化
等を図るための施策に関する計画。計画策定が国の補助要件となる。

令和６年度の取組（案）

令和７年度からの所有者不明土地の取組を強化・拡充
令和８年度以降、国の補助制度を活用した取組を促進

【今後の取組スケジュール（案）】

所有者
不明土地の
取組を

強化・拡充

国の補助
制度を活用
した取組を
促進

３ 所有者不明土地に係る今後の取組（案）
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 所有者不明土地の利用の円滑化、管理の適正化、土地の所有者の効果的な探索を図るため、所有者不明土地等に関する対策を総合的かつ計画的に実施する
地方公共団体を支援（原則として対策計画の策定が要件）

（参考）所有者不明土地対策に係る国の補助制度（所有者不明土地対策事業費補助金）
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